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廿日市市広告付き番号呼出案内表示システム及び広告付き行事案内表示システ

ム設置及び運用業務 事業者公募型プロポーザル実施要領

１ 目的

廿日市市（以下「本市」という。）では、庁舎・文化センター及び総合健康福祉センタ

ーにおける施設利用者の利便性向上を目的として、番号呼出案内表示システム及び行事

案内表示システムを導入するとともに、広告放映料による財源確保を予定している。

この実施要領は、番号呼出案内表示システム及び行事案内表示システムの設置及び運

用業務について、質の高いサービスの提供が可能な事業者を、公募型プロポーザル方式

により選定するために、必要な事項を定めるものである。

２ 業務概要

(1) 業務名

廿日市市広告付き番号呼出案内表示システム及び広告付き行事案内表示システム設

置及び運用業務

(2) 業務内容

別紙「広告付き番号呼出案内表示システム及び広告付き行事案内表示システム設置

及び運用業務仕様書」のとおり

(3) 業務期間

令和７年２月１日から５年間

(4) 業務費用等

ア 各種機器の調達、設置、維持管理及び撤去に係る費用や受付番号発券機等で使用

する消耗品は、事業者の負担とする。ただし、災害等のやむを得ない理由により機

器等に変更の必要が生じたときの移設又は増設に伴う費用については、本市と事業

者が協議の上、定めることとする。

イ 機器設置に伴う配線、電源供給に伴う工事は、事業者の負担により行うものとし、

本市の庁舎管理担当課と協議した上で施工するものとする。

ウ 事業者は、民間広告・行政情報放映用モニターの電気料金相当額を負担すること。

エ 事業者は、廿日市市行政財産の使用料に関する条例（昭和 63 年条例第 33 号）に

基づく使用料を年度毎に本市に支払うこと。

(5) 契約の締結方法

プロポーザルにより選定した契約締結候補者を相手方として協議を行い、契約を締

結する。

３ 参加条件

本プロポーザルに参加できる者は、次の条件を全て満たす者とする。

なお、複数事業者が連携する場合は、構成員全員が次の条件を全て満たすこと。また、

グループの構成員となった場合は、別に単独で参加すること及び本プロポーザルにおけ
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る他のグループの構成員になることはできないものとする。

(1) 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第１項の規定に該当しな

い者であること。

(2) 本契約の契約候補者決定の日前６か月以内に、手形又は小切手の不渡りがないこと。

手形交換所による取引停止処分を受けた者にあっては、当該処分の日から２年を経過

していること。

(3) 応募書類の提出時点において、本市の指名競争入札の指名停止等の措置を受けてい

ない者であること。

(4) 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更正手続開始の申立て又は民事再生

法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者でない

こと。ただし、会社更生法第に基づく更生計画の認可の決定又は民事再生法に基づく

再生計画の認可の決定を受けた者を除く。

(5) 破産法（平成 16 年法律第 75 号）に基づく破産手続開始の申立てがなされた者又は

破産手続の開始決定がされている者でないこと。

(6) 廿日市市暴力団排除条例（平成 24 年条例第２号）第２条第１号に規定する暴力団で

なく、かつ、代表者及び役員等が同条第２号に規定する暴力団員でないこと。

(7) 法人であること。

(8) 国税及び地方税に滞納がないこと。

(9) 個人情報の保護について、本市の施策に準じた措置を講じることができること。

(10) 過去３年間において他の地方公共団体での同種業務又は類似業務の実績があり、本

業務を遂行する十分な能力及び適正な執行体制を有していること。

４ 応募及び各種手続きの窓口

廿日市市 総務部 総務課 庶務係（担当：中川、倉重）

所在地 〒738-8501 廿日市市下平良一丁目 11 番１号

電 話 （0829）30-9100

ＦＡＸ （0829）32-1059

電子メール somu@city.hatsukaichi.lg.jp
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５ 選定スケジュール（予定）

※ プレゼンテーションは、廿日市市役所にて実施予定、開催時間は別途連絡する。

６ 実施要領等の配付

(1) 配布開始日

令和６年９月 25 日（水）

(2) 配付方法

本市ホームページに掲載する。

https://www.city.hatsukaichi.hiroshima.jp

７ 実施要領等に関する質問の受付及び回答

(1) 受付期間

令和６年９月 25 日（水）～10 月１日（火）正午

(2) 提出方法

４の応募及び各種手続きの窓口へ電子メールで送信すること。

その際、電子メールの件名は「【事業者名】広告付き案内表示システム設置等業務質

問書」とすること。

(3) 提出書類

質問書（様式２）

(4) 質問に対する回答

質問に対する回答を集約し、質問者名を伏せて、令和６年 10 月４日（金）までに本

市ホームページに掲載する。

(5) その他

ア 質問及び質問に対する回答は、実施要領等の追補とみなす。

イ 質問の内容に参加者名を特定できる記載があるときは、回答しない。

項目 日程

１ 実施要領等の公表 令和６年９月 25日（水）

２ 質問書の受付 令和６年９月 25日（水）～10 月１日（火）正午

３ 質問書に対する回答 令和６年 10月４日（金）

４ 参加申込書兼誓約書の受付 令和６年９月 25日（水）～10 月８日（火）

５ 参加資格の可否通知 令和６年 10月 11 日（金）

６ 企画提案書の受付 令和６年 10月 15 日（火）～10 月 21 日（月）

７ プレゼンテーション 令和６年 10月 29 日（火）

８ 審査結果通知･公表 令和６年 10月 31 日（木）

９ 詳細協議 令和６年 11月上旬

10 契約の締結 令和６年 11月中旬
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８ 参加申込書兼誓約書の受付

(1) 受付期間

令和６年９月 25 日（水）～10 月８日（火）

(2) 提出方法

４の応募及び各種手続きの窓口へ持参又は郵送の方法で提出すること。

持参の場合は土日祝日以外の午前９時から午後５時までに、郵送の場合は受付最終

日までに必着とする。

(3) 提出書類

連携事業者を含め、次の書類を全て提出すること。ただし、令和６年度廿日市市入

札参加資格者名簿に登録のある事業者は、イ、ウ、エの書類提出を省略することがで

きる。

ア 参加申込書兼誓約書（様式１）

複数事業者が連携する場合は、参加希望の主たる事業者が提出するものとし、併

せて連携事業者についても、必要事項を記載すること。

イ 法人の登記事項証明書又は登記簿謄本（発行後３か月以内のもの、写しも可）

ウ 滞納のない旨の証明書（本社の直近年度の法人税、消費税及び地方消費税）

エ 滞納のない旨の証明書（市町村民税）

※ 本市に納税があれば本市のものを、納税がない場合は本店又は主たる営業所所

在地のもの

オ 業務実績書（任意様式）

３(10)に係る実績を記載すること。

カ 事業者概要がわかるもの（パンフレット等）

(4) 参加資格の可否通知

令和６年 10 月 11 日（金）までに通知する。

(5) 参加資格の取消

提出された書類に虚偽の記載が判明した場合は、参加資格を取り消す。

９ 企画提案書の受付

(1) 受付期間

令和６年 10 月 15 日（火）～10月 21 日（月）

(2) 提出方法

４の応募及び各種手続きの窓口へ持参又は郵送（書留）の方法で提出すること。

持参の場合は土日祝日以外の午前９時から午後５時までに、郵送の場合は書留郵便

とし受付最終日午後５時までに必着とする。

(3) 提出書類

参加者は、次の書類を紙媒体で提出すること。

ア 企画提案書等提出文書（様式３） １部

イ 企画提案書（任意様式） 正本１部、副本５部
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Ａ４（縦横不問）とし、表紙含め 20ページ以内で簡潔にまとめること。文字サイ

ズは、11 ポイント以上とすること。ただし、図表中に使用する文字はこの限りでは

ない。

副本については、参加者の名称を伏せて作成すること。

ウ 本市に納入する広告放映料の見積書（任意様式） １部

(4) 提案の取り下げ等

ア 提案書の再提出

企画提案書等の再提出は、上記(1)の受付期間内に限り認める。ただし、部分的な

差し替えは認めない。

イ 提案を取り下げる場合

提案を取り下げる場合は、参加辞退届（様式４）を提出するものとする。

(5) 企画提案書等の取扱い

ア 提出書類は、再提出があった場合を除き、参加辞退届が提出された場合であって

も返却しない。

イ 提出書類は、提出した者に無断で本プロポーザル以外の用に使用しない。

ウ 記載内容の追加及び変更は、原則として認めない。

10 プレゼンテーションの実施

提出された企画提案書等に基づくプレゼンテーションを次のとおり実施する。

なお、プレゼンテーションに参加しない者は、辞退したものとみなす。

(1) 実施日時・場所

令和６年 10 月 29 日（火） 廿日市市役所内会議室

※ 会場及び事業者ごとの実施時間は、後日連絡する。

(2) 出席者

１者３名以内とする。

(3) 実施方法

企画提案書に基づき、１者 35 分程度（提案説明 15 分以内、質疑応答 20 分）で実施

し、持込機器類設置・撤収に係る時間は、プレゼンテーションの前後各々10 分以内と

する。デモンストレーションを除き、追加での提案資料や資料配付は認めない。

なお、プレゼンテーションは、非公開で実施する。

(4) その他

プロジェクター及びスクリーンは、本市において用意する。

なお、プロジェクターに接続するパソコン等は、参加者において用意、設置するこ

と。また、プレゼンテーション会場におけるインターネット環境が必要であれば、参

加者において用意すること。
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11 提案の審査及び契約締結候補者の決定

(1) 審査の方法

審査は、本市職員からなる「廿日市市広告付き番号呼出案内表示システム及び広告

付き行事案内表示システム設置及び運用業務事業者審査委員会」（以下「審査委員会」

という。）により、評価項目に基づいて企画提案書の内容を審査し、参加者ごとの評価

点を算出する。

(2) 評価項目及び評価基準

※ 総合評価点 500 点満点（審査委員１名当たり 100 点満点×５名）

(3) 契約締結候補者の決定方法

総合評価点が最も高い者を契約締結候補者とする。ただし、最低基準点を満点の６

割とし、満たない場合は失格とする。

(4) 審査結果の通知等

審査結果は、全ての参加者に対して書面にて通知する。

また、審査結果の公表は、契約締結候補者の名称、提案事業者数、全参加者の総合

評価点（契約締結候補者以外の参加者の名称は不開示として公表）について、本市ホ

ームページにおいて公表する。

(5) その他

ア 企画提案書を提出した者が１者のみの場合でも、企画提案書の審査を実施する。

評価項目 評価の視点 評価点

１ 業務遂行能力 事業の目的、内容を理解した提案となっているか。 ５

契約期間終了まで安定して業務を遂行できる能力及び

組織体制を有しているか。
５

導入までの作業項目、作業期間が適切かつ具体的に示さ

れているか。
５

他自治体へ本業務と類似･関連の業務を導入した実績は

優れているか。
５

２ システム内容 システム及び機器の性能、操作性は優れているか。

【来庁者】表示の見やすさ、わかりやすさ

【職員】管理･操作のしやすさ

15

提案システムの特徴は、本市の要請に合致しているか。 10

３ 機器の保守管

理

機器･システムの保守は、内容･頻度とも適切か。 10

突発的な故障及び緊急時等に、迅速な対応が可能か。 10

４ 広告 広告主の募集･調整･広告の制作、広告内容の審査体制

は、充実しているか。
10

本市に納入する広告料の提示は優れているか。 ５

５ その他 自社の独自性・優位性があり、本市に有益な提案がなさ

れているか。
20

合 計 100
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イ 総合評価点が最も高い者が２者以上ある場合は、各審査委員の最高評価点を獲得

した数が多い参加者とし、この場合においても同数となった場合には、同数の参加

者の中から多数決により契約締結候補者を決定する。

ウ 審査の経過に関する問合せには応じない。

12 契約の締結

審査委員会の審査の結果、契約締結候補者に選定された事業者と提出された企画提案

書を基に協議を行い、協議が整った場合に、契約を締結する。

また、協議が整わない場合にあっては、次順位の者と協議の上、契約を締結すること

がある。

13 参加者の失格

参加者が次のいずれかに該当する場合は、失格とする。

(1) 「３ 参加条件」に掲げる参加資格を満たしていない者

(2) 企画提案書を受付期間中に提出しなかった者

(3) 提出書類に虚偽の記載をした者

(4) 正当な理由なくプレゼンテーションに応じなかった者

(5) その他このプロポーザルの条件に違反した者

14 その他

(1) 企画提案書の作成等、このプロポーザルの参加に関する費用は、参加者の負担とす

る。

(2) 契約締結候補者の決定後、契約締結までの間に、契約締結候補者がこのプロポーザ

ルの参加要件を満たさなくなった場合は、契約を締結しないことがある。

(3) このプロポーザルにおいて使用する言語は、日本語、通貨単位は円とする。

(4) 提出書類の著作権は参加者に帰属する。ただし、審査に必要な範囲において無償で

複製することができるものとし、契約締結後に、公平性、透明性及び客観性を期する

ため公表することがある。

(5) 提出書類について情報公開請求があった場合は、廿日市市情報公開条例（平成 12 年

条例第１号）に基づき、公開する場合がある。

(6) 参加者は、応募に当たって知り得た情報を第三者に漏らしてはならない。また、こ

のプロポーザルにおいて本市が提供する資料は、このプロポーザルの目的以外で使用

することはできない。

(7) 契約締結後においても、事業者がこのプロポーザルにおいて失格事項に該当してい

たことが明らかとなった場合は、本市は契約を解除することができる。

(8) 業務の契約締結までの準備にかかる経費については、契約締結候補者の負担とする。


